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＊➡ 用語解説

目黒区基本計画

目黒区は、平成12（2000）年に策定した基本構想において、基本方針の一つとして「基礎的

自治体としての行財政能力の充実」を掲げ、地方分権を推進し、主体的な行財政運営と財政構造・

財政基盤を確立するべく取組を進めてきました。事務権限と財政自主権の拡充による団体自治の

確立は、区民生活を支える基礎的自治体として今後も不断に取り組んでいくものです。また、基本構

想の具体的な実現を図るため、平成13（2001）年度の「第2次行財政改革大綱・年次別推進プラ

ン（平成14～17年度）」の策定、平成20（2008）年度以降における「目黒区行革計画」の策定な

ど、質の高い区民サービスの提供、将来を見据えた経営基盤の確立に向けた行財政改革の取組を

推進してきたところです。しかし、近年の保育所をはじめとする社会福祉施設の整備等による扶助

費の増加や老朽化する区有施設の計画的な更新により、今後財政負担の増加が見込まれる一方

で、国の不合理な税制改正（法人住民税の一部国税化、地方消費税の清算基準見直し、ふるさと

納税）により歳入の増が見込めず、行財政運営を取り巻く状況は厳しさを増しています。

そうした中で、区が、ポストコロナを見据え、変容していく社会において複雑化・多様化する行政

需要に的確に対応していくためには、限られた行財政資源を効果的・効率的に活用し、積極的に公民

連携を図りながら、良質な公的サービスを提供するとともに、明るい未来に向けて持続可能な行財

政運営を確立していくことが求められています。

持続可能な行財政運営を進めていくためには、生じうる社会変化等に柔軟かつ適切な対応を行

いつつ、最少の経費で最大の効果を発揮することを念頭に置きながら、組織の全体最適化を目指し

た取組を推進することで、安定的な財政基盤を確立していく必要があります。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、デジタル社会の実現に向けた取組が加速

化しています。行政における業務プロセス・システムの標準化や手続等における電子化・ペーパー

レス化は事務事業の効率化や手続の簡素化による区民サービスの向上が期待されます。また、個

人情報の観点から適正な情報セキュリティ＊対策を前提として、区の保有する情報資産の有効活用

やAIを活用したデータ分析の導入などにより、区民ニーズに即した施策・事業を効果的に展開して

いくことが期待されています。

デジタル社会への対応に当たっては職員の意識改革が重要です。複雑化・多様化する行政課題

に対して、前例にとらわれず広い視野でスピード感をもって柔軟に対応していくことが求められます。

また、これまで以上に、専門的な知識を有するとともに、事業の目的を深く理解し、周囲と広く連携・

協力しつつ、果敢に挑戦する職員が求められています。デジタル化の進展により、人材の希少性が

より高まる中で、職員は区の貴重な財産であり、区民目線で考え、持てる知識・経験・能力を最大限

発揮し、区政の発展に貢献できる「人財」として戦略的な育成・活用が一層重要となっています。

持続可能な行財政運営に当たっては、区有資産の有効活用を図るとともに、公共施設のあり方

や、道路・橋りょう・公園など公共のインフラ施設の長寿命化も大きな課題です。区は、多様化する

区民ニーズに対応するため、区有地や国有地を活用した民間事業者による施設整備や、公民連携

による施設運営など、多様な手法により施設サービスを提供してきました。また、「目黒区区有施設

方針3 未来を見据えた持続可能な行財政運営
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区政運営方針 第2部

見直し方針」を策定し、複合化・多機能化を前提とした施設整備の考え方を示すとともに、インフラ

施設の管理方針を定めるなど、計画的に見直しを進めています。厳しい財政状況の中で、今後の学

校施設をはじめとする老朽化した区有施設の計画的な更新等を進めるとともに、時代に即した施設

サービスを提供していくためには、公民連携による取組をはじめとして様々な手法を用いながら、効

果的・効率的な公共施設等のマネジメントを進めていく必要があります。 

区政運営の考え方3－1 行政サービスの最適化
 

行政課題の複雑・多様化が進んでいる中で、良質な行政サービスを提供し続けていくためには、限ら

れた行財政資源を投資効果が最大となるよう、配分していく必要があります。長期的視点で優先度の

高い行政課題に迅速に対応（ビルド）していく一方、エビデンスを示した上で政策効果の低くなった事業

の見直し（スクラップ）を行い、行財政資源を再配分することで、提供する行政サービスを最適化して

いきます。

事業実施においては、常に実施目的を意識した業務見直し・改善を行い、事務事業の効率化を進め、

事業の生産性を高めながら効果的な事業展開を図ります。また、急速に発展していくデジタル技術の積

極的な活用を推進していく中で、区民サービスの向上や職員意識の変革を推進し、最少の経費で最大

の効果を生み出す区政運営を実現します。 

 

事務事業の抜本的な見直し施策立案の視点1
　 
●事務事業の重要性・緊急性により優先順位を付けて、優先的に行うべき事務事業に積極的に投資を

行い、賢い支出（ワイズスペンディング）による行財政資源の最適配分を図ります。

●区民ニーズへの適合性、目的達成の効率性や実現の可能性といった観点から、様々なデータを収

集・分析することで、施策や事業の有効性や効率性について確認し、客観的な根拠に基づく施策立

案を行います。

●事業実施に当たっては実施目的と事業効果を明確にして、PDCA＊による評価・検証を行うことで、区

政の透明性を担保しつつ、業務改善や見直しによる事務事業のビルドに応じたスクラップ（ビルド・ア

ンド・スクラップ）を進めます。また、事務事業の抜本的な見直しを推進していくことで、職員一人ひとり

が経営感覚・コスト意識をもち、効果的・効率的な区政運営を実現していきます。

●政策的な意義を意識し、事業目的・目標を効果的・効率的に達成するために、透明性のある区政運営

のもとで、外部人材や専門的な知見などを広く活用・収集しつつ、公民連携やデジタル技術の活用な

どのあらゆる選択肢を検討し、不断の見直しを進めます。

●事業の実施に当たっては、様々な視点で財源の確保に努めるとともに、公共性・透明性の観点から、

債権・債務の適切な管理を図ります。 

 

デジタル技術の活用による区民サービスの向上と意識改革施策立案の視点2
　 
●事務事業へのデジタル技術の活用により、行政手続のオンライン化などの時間や場所を選ばない




